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株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

( 2 0 1 9 年 ４ 月 １ 日 )
期 首 残 高

10,056 9,872 2 392 34 8,200 2,086 △927 29,718

事業年度中の変動額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

0 △0 －

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△2 2 －

剰 余 金 の 配 当 △868 △868

当 期 純 利 益 573 573

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － △2 － △292 △1 △296

( 2 0 2 0 年 ３ 月 3 1日 )
期 末 残 高

10,056 9,872 2 392 32 8,200 1,793 △929 29,421

評価・換算差額等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

( 2 0 1 9 年 ４ 月 １ 日 )
期 首 残 高

85 29,803

事業年度中の変動額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

－

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

－

剰 余 金 の 配 当 △868

当 期 純 利 益 573

自 己 株 式 の 取 得 △1

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
△297 △297

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △297 △593

( 2 0 2 0 年 ３ 月 3 1日 )
期 末 残 高

△211 29,210
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

② た な 卸 資 産

・製品、仕掛品及び原材料 総平均法による原価法

・商 品 先入先出法による原価法

・貯 蔵 品 先入先出法による原価法

　なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
(ﾘｰｽ資産を除く)

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物  3年～50年

構築物 10年～30年

器具及び備品  2年～20年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法
(ﾘｰｽ資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④ 長期前払費用 定額法

(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事

業年度に対応する額を計上しております。

③ ポイント引当金 顧客へ付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末に

おいて将来利用されると見込まれる額を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

また、過去勤務費用は、発生事業年度に全額を費用処理するこ

ととしております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。
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２．追加情報

当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、店舗の一部（１１４店）を2020年

４月16日から臨時休業し、4月24日以降は順次営業を再開しております。この休業により４月及び５

月の業績が例年に比べ著しく悪化しております。

外務省から公表されている「全世界に対する感染症危険情報」等の重要なお知らせ、内閣官房か

らの発出情報、政府・各自治体における各種の取り組み等を参考にしたうえで、緊急事態宣言によ

る外出自粛要請は2020年５月末までに解除されるものと仮定しており、６月以降緩やかに当社の業

績は改善することが見込まれるものの、新型コロナウイルス感染症の完全な収束により、売上高等

が感染拡大前の水準まで回復するには翌事業年度末までの期間を要するものと想定しております。

当社は、上述した仮定をもとに固定資産の減損損失283百万円を計上しております。また、繰延税

金資産の回収可能性判断においては、上述の仮定による影響はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産 差入保証金 10百万円

（注）上記を資金決済に関する法律に基づき供託しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

(3) 取締役、監査役に対する金銭債務

19,324百万円

204百万円

４．損益計算書に関する注記

　特別損失

　　減損損失の内訳は次のとおりであります。
・地域別の内訳 (単位：百万円） ・科目別の内訳　　　(単位：百万円)

地域・用途 種　類 減損損失 科　目 減損損失

愛知県　４店舗 建物等 208 建　物 220

三重県　１店舗 建物等 74 その他 62

大阪府　１店舗 建物等 0 合　計 283

合　　計 283

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株 式 数

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 25,913,889株 －株 －株 25,913,889株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株 式 数

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 380,261株 607株 －株 380,868株

（注）自己株式の増加数の内訳は次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加 607株
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　(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月26日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 485百万円 19円 2019年３月31日 2019年６月27日

2019年10月31日
取 締 役 会

普 通 株 式 383百万円 15円 2019年９月30日 2019年11月29日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　次のとおり、決議を予定しております。

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

配 当 の
原 資

１ 株 当 た
り 配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 0 年 ６ 月 2 5 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 382百万円 利 益 剰 余 金 15円 2020年3月31日 2020年6月26日

６．税効果会計に関する注記

  　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 176百万円

未払事業税等 67

ポイント引当金 115

退職給付引当金 298

長期未払金 62

減損損失 407

資産除去債務 425

投資有価証券評価損 14

その他有価証券評価差額金 73

その他 187

繰延税金資産小計 1,829

評価性引当額 △554

繰延税金資産合計 1,274

繰延税金負債

有形固定資産 △71

固定資産圧縮積立金 △14

繰延税金負債合計 △85

繰延税金資産の純額 1,189

７．金融商品に関する注記

　１.金融商品の状況に関する事項

   (1) 金融商品に対する取組方針

　　　　当社は、資金運用については、資金予算及び資金計画の範囲内で、安全性、流動性、収益性

に留意して行うこととしています。また、資金調達については、銀行借入、リース、新株・社

債等の発行による方針であります。なお、当社はデリバティブ取引については、現在利用して

おらず、投機的な取引は行いません。
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　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　①　営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、当社の経理規程に従い、掛売取引を新規に開始するときは経理部長の承認を

要することとしております。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、締め後３

ヶ月を経過した場合は、速やかな回収を図る体制としております。

　　②　投資有価証券のうち株式等については、市場価格の変動リスクに晒されております。主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価を取締役会に報告し

ております。また、債券は時価の状況にもよりますが、すべて長期的に保有する予定であ

ります。

　　③　差入保証金は店舗用の土地・建物の賃借に伴うものであって、これについては貸主の信

用リスクに晒されております。当該リスクについては、当社の業務規程に従って、定期的

に貸主の信用状況を把握することとしています。また、差入保証金については、契約期日

前の解約に伴う返還請求権喪失のリスクに晒されておりますが、これについては、賃貸借

期間を適切に設定するよう努めております。

　　④　営業債務である買掛金は、平均１ヶ月以内の支払期日であります。

　　⑤　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。借入金等、金融機関からの資金

調達は、経理規程に従って稟議決裁を要し、重要なものについては取締役会の承認を要す

ることとしています。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、重要

性に乏しいのでヘッジ手段は講じておりません。

    ⑥　営業債務や短期借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次で資金収

支計画を作成して管理しております。

   (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　２.金融商品の時価等に関する事項

　　　　2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）２．参照）。

（単位：百万円）

区　　　　分 貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

(1)現金及び預金 13,893 13,893 －

(2)売掛金 780 780 －

(3)投資有価証券 2,609 2,609 －

(4)差入保証金 4,641 4,545 △95

資　　産　　計 21,925 21,830 △95

(1)買掛金 785 785 －

(2)短期借入金 920 920 －

負　　債　　計 1,705 1,705 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　資　産

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　　　　(3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は基準価額又は取引

金融機関から提示された価格によっております。

　　　　(4）差入保証金

これらの時価について、契約期間及び過去の契約更新等並びに信用リスクを勘案し、そ

の将来のキャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。

　　　　負　債

　　　　(1) 買掛金、(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　（単位：百万円）

区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式 0

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記

　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

　　該当事項はありません。
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10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,144円01銭

(2) １株当たり当期純利益 22円45銭

11．重要な後発事象に関する注記

（重要な資金の借入）

　当社は、以下の借入を行うことについて、取扱金融機関と合意し、実行いたしました。

１．資金使途

今般の新型コロナウイルス感染症拡大によりその影響の長期化に備え、財務基盤のより一層

の安定化を図ることを目的として借入を行うものであります。

２．借入先の名称

株式会社三菱UFJ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社みずほ銀行、

三井住友信託銀行株式会社、株式会社愛知銀行、株式会社名古屋銀行、

株式会社関西みらい銀行

３．借入金額

13,500百万円

４．借入金利

市場金利等を勘案して決定しております。

５．借入実行日

2020年４月末日から2020年５月20日

６．借入期間

３ケ月から１年

７．担保提供資産の有無

なし

12．その他の注記

　該当事項はありません。

（注）本計算書類に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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